
 

Instructions for use

Title 誤振込により成立した預金債権をめぐる被仕向銀行と振込依頼人の法律関係について

Author(s) 孫, 思遠

Citation 北大法政ジャーナル, 29, 103-121

Issue Date 2022-12-07

Doc URL http://hdl.handle.net/2115/89482

Type bulletin (article)

File Information HouseiJournal_29_04_Son.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/about.en.jsp


誤振込により成立した預金債権をめぐる被仕向銀行と振込依頼人の法律関係について

103

　　　目　次
はじめに …………………………………………………………………………… 105
第１章　問題の発端として――預金債権の成否 ……………………………… 106
　第１節　判例の立場 …………………………………………………………… 106
　第２節　学説―預金者の認定と２つのアプローチ ………………………… 107
　　第１款　預金者の認定 ……………………………………………………… 107
　　第２款　錯誤アプローチと契約解釈アプローチ ………………………… 108
第２章　振込依頼人の被仕向銀行に対する請求可能性について …………… 108
　第１節　被仕向銀行の受取人に対する貸金債権と預金債権の相殺に
　　　　　関する判例 …………………………………………………………… 108
　第２節　２つのアプローチ …………………………………………………… 109
　　第１款　物権的追及 ………………………………………………………… 109
　　第２款　被仕向銀行の振込依頼人に対しての義務違反 ………………… 109
　　第３款　三者間の不当利得の一態様としての被仕向銀行に対する
　　　　　　返還請求権 ………………………………………………………… 110
第３章　中国における誤振込について ………………………………………… 110
　第１節　立法の経緯 …………………………………………………………… 111
　第２節　誤振込による預金債権の成否に関する学説 ……………………… 111
　　第１款　意思表示錯誤説 …………………………………………………… 112
　　第２款　原因関係必要説 …………………………………………………… 112
　　第３款　原因関係不必要説 ………………………………………………… 113
　第３節　振込依頼人の請求可能な権利についての検討 …………………… 114
　　第１款　物権的追及及び債権的請求権（不当利得） …………………… 114
　　第２款　優先権論 …………………………………………………………… 115
　　第３款　衡平原則の適用 …………………………………………………… 116
第４章　日独法による中国法への示唆 ………………………………………… 116

誤振込により成立した預金債権をめぐる被仕向銀行と
振込依頼人の法律関係について

孫　　　思　遠
そん し えん



北大法政ジャーナル No.29　2022

104

　第１節　振込取引の本質―契約の連鎖について …………………………… 116
　第２節　ドイツにおける契約連鎖と「ネット契約論」 …………………… 117
　　第１款　メシェルのネット契約論 ………………………………………… 117
　　第２款　ローエのネット契約 ……………………………………………… 117
　第３節　日本法との関係 ……………………………………………………… 117
　第４節　中国法への示唆 ……………………………………………………… 118
　　第１款　（物権的）価値返還請求権説および優先権説について ……… 118
　　第２款　預金債権の無因性と相殺の効力 ………………………………… 118
　　第３款　中国法におけるネット契約論の意義 …………………………… 119
おわりに …………………………………………………………………………… 120



誤振込により成立した預金債権をめぐる被仕向銀行と振込依頼人の法律関係について

105

はじめに

誤振込とは、振込依頼人がミスで（例えば、受
取人名や被仕向銀行名を間違えて）振込依頼を
し、その結果、仕向銀行および被仕向銀行がその
指示に従って、本来送金される受取人ではない他
人の預金口座に振込金が入金されてしまうことを
いう。誤振込により実際の受取人の預金口座に入
金記帳がなされた誤振込金につき、その第三者の
預金債権が成立しうるかという古くからよく議論
されていた問題がまず出てくる。

日本の従来の学説では、預金の成立に関する
「錯誤アプローチ」と「契約解釈アプローチ」と
いう２つのアプローチがあり、最高裁平成８年４
月26日第２小法廷判決（民集50巻５号1267頁。以
下、「平成８年最判」とする）は、契約解釈アプ
ローチを前提として、振込依頼人と受取人の間の
原因関係が存在しない場合でも受取人の預金債権
が成立するという趣旨に預金契約を解釈しうるか
という形で論点を定式化した1。しかし、その後、
契約アプローチを踏まえて、原因関係の存在が必
要であると主張する学説も現れ、利益衡量の角度
からその理由づけを論じている。

平成８年最判は、預金債権の成立を認めた上
で、振込依頼人は受取人の債権者の差押えを排除
できないとして第三者異議の請求を棄却したもの
であるが、その後さらに、受取人が預金の払戻し
を求め、また、被仕向銀行が受取人の債権者とし
て振込金を差し押さえて、自分の有する貸金債権
と相殺した、という事案も現れた。前者に関し
て、誤振込であることを知りながら払戻しをした
受取人は詐欺罪に当たるという判決（最判平成15
年３月12日刑集57巻３号322頁）は、「受取人に
おいても、……誤った振込があった旨を銀行に告
知すべき信義則上の義務があると解される」とし
ており、誤振込でも預金債権は成立するが、払戻
しの請求は、受取人の被仕向銀行に対する預金契
約上の義務違反であることを前提としていると思
われる2。一方、振込依頼人が直接の契約関係の
ない被仕向銀行に誤振込の連絡をした後で、被仕

向銀行が受取人に対する債権で預金債権と相殺し
たケースでは、一例として、名古屋地判平成16年
４月21日（金判1192号11頁）は相殺の効力を否定
した。その理由を裁判所は、次のように考えてい
ると思われる。被仕向銀行が振込依頼人から誤振
込の連絡を受け、そして受取人が組戻しに承諾し
てから被仕向銀行は組戻しの義務を負うことにな
る。ゆえに被仕向銀行が債権の回収を目的として
の相殺は、被仕向銀行の振込依頼人に対しての義
務違反となる。

ただ、被仕向銀行の相殺を振込依頼人に対して
の義務違反だと認めるには、振込依頼人と被仕向
銀行の間に義務を生じさせる関係がなければなら
ない。特に組戻しの場合は、被仕向銀行は、振込
依頼人に対して一定の義務を負っていると考える
とき、その義務は、どのような法律関係によって
生じるのかという疑問が生じる。そこで、契約連
鎖に関する理論を視野に入れることが考えられ
る。振込システムは、一元的な経済目的を達成す
るために複数の契約が連鎖して協働するものであ
り、そして契約連鎖という網の中で、本来契約関
係のない当事者間においても権利義務が発生する
と提唱される理論は、一定程度でヒントになると
考えられる。

以上は日本法の状況であるが、本稿は、誤振込
に関する中国の議論にも着目したい。中国の立法
経緯を遡ると、民法通則の時代から、さらに民法
典の時代にかけてドイツ民法と日本民法の薫陶を
受けていた。本文稿の検討対象である預金債権の
成立と被仕向銀行の相殺の問題について、中国で
は、日本の学説にかなり類似した議論がみられ
る。

誤振込による預金債権の成立について、多くの
裁判例は判旨を通じてその態度を明らかにして
はいない。しかし、例えば（2009）沪一中民五
（商）終字第24号判決の控訴審において、裁判所
は、受取人が誤振込金を受けることは事実上及び
法律上の原因を欠き、振込依頼人に損失をもたら
したとして、不当利得の利得者を受取人としつ
つ、被仕向銀行と受取人の間に貸金の債権債務関
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係があり、これによって貸金額が差し引かれたこ
とと、受取人が誤振込金を占有することとは別々
の事実原因によることであるから、被仕向銀行の
相殺行為と原告の損失との間に法律上の因果関係
がないとした。よって振込依頼人は、被仕向銀行
に対して不当利得返還請求権を有しない、と裁判
所は述べている。したがって、この裁判例では実
質的には預金債権の成立が認められているが、相
殺の効力を考えれば、上述のような場合に、被仕
向銀行に対する請求権が認められず、加えて受取
人が無資力であるとき、振込依頼人が他に何らか
の救済手段を有するかが問題となる。したがっ
て、振込依頼人の利益保護を出発点として、振込
依頼人の請求権についての検討が必要である。

以下、誤振込により成立した預金債権をめぐる
被仕向銀行と振込依頼人の法律関係について考察
する前提問題として、誤振込みによる預金債権の
成否、及び成立するとした場合の預金者の認定の
問題を検討し（第１章）、次いで、被仕向銀行の
受取人に対する貸金債権と誤振込みにより成立し
た預金債権の相殺の成否、及び特に相殺が肯定さ
れる場合に振込依頼人の執りうる法的手段に関す
る議論に検討を加え、誤振込みに関する中国法の
議論状況を紹介した後（第３章）、「ネット契約
論」を参照しつつ、特に被仕向銀行が受取人に対
する貸金債権と誤振込みにより成立した預金債権
の相殺を主張した場合の振込依頼人の法的地位に
ついて中国民法への示唆を得ようとする(第４章)｡

第１章　問題の発端として――誤振込によ
る預金債権の成否

本稿が核心として取り上げる問題の１つは、古
くから議論されていた誤振込による第三者、つま
り受取人の預金債権の成否である。

第１節　判例の立場

この問題につき、もっとも早い裁判例は名古屋
高判昭和51年１月28日（金融法務事情795号44頁）
である。一審で地裁は、誤振込金について受取人

Ａが被仕向銀行Ｙに対して取得した預金債権を転
付命令により取得したとする、Ａの債権者Ｘの預
金の払戻請求を、預金不成立として棄却した。そ
して高裁も、被仕向銀行と受取人の間には「普通
預金に関する約款（普通預金規定）があ」り、
「受取人は被仕向店の受け入れた振込金につい
て、予めなされた包括的な承諾によりこれを受け
入れ、預金債権を成立させるのであるが、右約款
上の受け入れ承諾の意思は、客観的にも実質上正
当な受取人と指定される取引上の原因関係の存在
を前提としているものと解され、右正当な受取人
に対してでない振込の場合にまで、預金として受
け入れる意思を認めることはできない。正常な取
引通念に照らしても、当事者の通常の意思を右の
如く解するのが正当である」として控訴を棄却し
た。名古屋高判のように、以前の裁判例は、振込
依頼人と受取人の間に原因関係がない場合はその
預金債権が成立しないと判示していた3。

その後、最判は、初めて誤振込による預金債権
の成立を肯定した。最高裁は、「振込依頼人から
受取人の銀行の普通預金口座に振込みがあったと
きは、振込依頼人と受取人との間に振込みの原因
となる法律関係が存在するか否かにかかわらず、
受取人と銀行との間に振込金相当額の普通預金契
約が成立し、受取人が銀行に対して振込金相当額
の普通預金債権を取得するものと解するのが相当
である」と判示した。その理由としては、「普通
預金規定には、振込みがあった場合にはこれを預
金口座に受け入れるという趣旨の定めがあるだけ
で、受取人と銀行の間の普通預金契約の成否を振
込依頼人と受取人との間の振込みの原因となる法
律関係の有無に懸からせていることをうかがわせ
る定めは置かれていないし、振込みは、銀行間及
び銀行店舗間の送金手続を通して安全、安価、迅
速に資金を移動する手段であって、多数かつ多額
の資金移動を円滑に処理するため、その仲介に当
たる銀行が各資金移動の原因となる法律関係の存
否、内容等を関知することなくこれを遂行する仕
組みが採られている」として、預金債権が成立す
るには原因関係を不要とした。
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第２節　学説―預金者の認定と２つのアプローチ

第１款　預金者の認定

預金債権の成立問題を検討する前提として、ま
ずは預金者認定の問題を検討する。預金が行われ
たとき、預金債権は誰に帰属するか。普通に考え
れば、預金者本人が銀行窓口で自己の名義で個人
情報・印鑑を届け出て預入手続を行うのが通常の
預金取引の場面だが、一方、節税対策として、あ
るいは財産隠匿等のために他人の名義を使って預
け入れることもある。代表的な学説は、「自らの
出損により自己の預金とする意思で本人または代
理人、使者等を通じて預金契約をした者が預金者
である」とする客観説と、「預入行為者が預入れ
に際して、他人が預金者であることを明示または
黙示に意思表示したような事情がない限り、預入
行為者が預金者である」とする主観説である4。最
判昭和48年３月27日（民集27巻２号376頁）は、
「無記名定期預金契約が締結されたにすぎない段
階においては、銀行は預金者が何人であるかにつ
き格別利害関係を有するものではないから、出捐
者の利益保護の観点から、右のような特段の事情
のないかぎり、出捐者を預金者と認めるのが相当
であり、……」とし、客観説の立場を示してい
る。出捐者ではない預入行為者に当該預金につい
て払戻しをしたり、担保権を設定して、相殺をす
る予定のもとに新たな貸付をしたりしたような場
合には民法478条の適用ないし類推適用あるいは預
金規定上の免責約款により銀行の保護が図られる
からであるとされる5。他にも、最判昭和52年３月
30日（金法992号38頁）も客観説を支持している。

しかし、「出捐者を預金者と認める」客観説
は、前掲最判昭和48年３月27日も述べるように、
流動性のない定期預金についての学説であり、流
動性のある決済性預金についてはそのまま妥当し
ないのではないかといったような指摘がある6。例
えば普通預金では、客観説は一般化できるほど射
程がないものと考えられる。その理由は、預入れ
と払戻しが繰り返される預金では、各預入金ごと
に出捐者を預金者とすることが不合理であって、
出捐者＝預金者という準則が妥当するのはその成

立時から内容の変動することがない定期預金につ
いてだからである7。定期預金等流動性のない口
座は、振込取引などの決済に相応しくないと考え
られる。反対に、決済性預金、一般的にいうと普
通預金や当座預金は定期預金と違って、その預金
口座は随時預金を受け入れることが可能であり、
したがって誤振込があったときはその預金者の認
定が改めて問題となる。東京高判平成７年３月29
日（金融法務事情1424号43頁）は、口座当初の預
金者がその後の預入金についても預金者となると
した裁判例であって、「預け入れられた金額は、
……一個な包括的な契約が成立しているものと解
すべきであり、個々の預入金ごとに各別の預金債
権が成立すると見ることはできない」とした。他
に、最判平成15年２月21日民集57巻２号95頁は、
保険会社Ｘの代理店Ａが保険契約者から収受した
保険料のみを保管するために、信用組合Ｙに専用
の普通預金口座を開設し、その保険料を保管し、
その後、ＹがＡへの貸付金債権とその預金とを相
殺したため、Ｘが当該預金は自己の預金であると
主張して、Ｙに対して預金の払戻しを請求したと
いう事案に関するものであった。下級審はいずれ
も客観説によって、預金者をＸとして、「本件預
金の出損者が預金債権の帰属主体であるとしたう
えで、代理店が収受した保険料の所有権は保険会
社にあるか、またそうでないとしても本件預金の
出損者は保険会社であるから本件預金債権は保険
会社に帰属する」と判示した。これに対し、その
後最高裁は、「本件預金債権はＸに帰属するとは
認められないというべきである。……これと異な
る原審の判断には、判決に影響を及ぼすことが明
らかな法令の違反があり、原判決は破棄を免れな
い。

本文の検討対象である誤振込の事案において
は、流動性がある預金が問題となり、出捐者が誰
であるかを基準として預金者を決めることが困難
であるから、預金契約の趣旨から預金者を決める
しかない。平成８年最判に鑑みると、最高裁が契
約の趣旨によって預金債権の成否を判断する傾向
は見られる。そして前掲平成15年最判も、契約を
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締結したのは誰か、通帳・印鑑の保管者は誰か等
を考慮して預金者を決めている。したがって、結
論は同じである。客観説と主観説は、いずれも一
般化できるほど射程がないものであり、預金契約
の趣旨を通じて預金債権の成立を認めた平成８年
最判はより合理的なものであると思われる。

第２款　錯誤アプローチと契約解釈アプローチ

次は、預金債権の成否に関する２つのアプロー
チを検討する。振込金が受取人の預金口座に入金
されてしまうことに原因関係があるか否かが、預
金の成否という結論に結びついていると認識され
てきた。かつては、振込依頼人の意思表示の錯誤
により、依頼人と仕向銀行との間での振込委託契
約が無効であるから、預金債権の不成立という結
論を導く「錯誤アプローチ」があり、その後、預
金債権を被仕向銀行と受取人の間の預金契約によ
るものとして、その契約が如何に規定するのかに
よって預金債権の成否を判断する「契約解釈アプ
ローチ」が、平成８年最判を通じて主流になって
いる8。後者に基づいて、最高裁は振込依頼人と受
取人の間に振込の原因が存在しなくとも、預金債
権が成立すると認めた。つまり原因関係不要説の
立場である。この説は、振込が決済手段として、
安定的に機能を発揮するためには原因関係から切
断されなければならないとするものであって、最
高裁の判断に影響を与えたものといえる9。

しかしながら、預金債権の成立に原因関係を不
要とした最高裁の判旨に反対し、契約解釈アプロ
ーチを踏まえたうえで、預金債権が成立するには
振込依頼人と受取人との間での原因関係が必要で
あるとする説も現れている10。この説を採る一つ
の理由は利益衡量であると考えられる。誤振込に
よって受取人が預金債権を取得し、一方、受取人
の債権者である被仕向銀行にも債権回収の機会が
与えられる。預金債権の成立を認めれば、いわゆ
る「棚ぼた」による利益を、受取人とその債権者
が取得することになる。そもそも誤振込のケース
で、原因関係はもともと存在しないから、振込依
頼人の過誤だけで生じた不利益と、受取人とその

債権者が得た「棚ぼた」というような利益と比べ
ると、後者の方が特に保護に値しないという結論
が導かれうる。ただし、平成８年最判の判旨に反
する裁判例は、未だに見当たらない。

第２章　振込依頼人の被仕向銀行に対する
請求可能性について

第１節　被仕向銀行の受取人に対する貸金債権と

預金債権の相殺に関する判例

預金債権が成立するか否かによって、直ちに被
仕向銀行が為した相殺の効力が左右されるという
のが、以前からの裁判所の判決であった。平成８
年最判前の裁判例11では、預金債権の成立が認め
られなかったため、その相殺は当然に無効とされ
た。そして初めて原因関係があるか否かに関わら
ず預金債権が成立するという最高裁の立場が平成
８年最判において示され、相殺が有効となる可能
性が生じた。

その後、名古屋地判平成16年４月21日（金融法
務事情1745号40頁）では、原告は、本件が原告の
錯誤に基づく誤振込であって、被告である被仕向
銀行が相殺を理由に本件振込金を返還しないこと
は、権利の濫用であるとともに信義則にも反する
ものであり、許されないと主張し、被告は不当な
利得を得ているものであるから、本件においては
不当利得返還請求を認めること、あるいは本件事
情のもとでは信義則上原告への返還を認めること
が公平かつ正義の実現であると主張した。裁判所
は、受取人による組戻しの承諾があったうえで、
被仕向銀行はその金額が誤振込金であることを認
識すべきであると認めて、正義・公平の観念に反
することに基づいて、その相殺は振込金相当額の
限度で無効とした。そして控訴審（名古屋高判平
成17年３月17日金融法務事情1745号34頁）も、正
義・公平の観念に照らして、「受取人であるＡの
本件の預金債権は、前記事実関係の下では受働債
権とはなり得ないものと解すべきで（行使できな
い債権である、）、これを相殺に供することはで
きず、控訴人のした相殺はその効力を生じないと
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いうべきであ」り、振込依頼人の不当利得返還請
求において、被仕向銀行の返還義務を認めるのが
相当であるとした。続いて、東京地判平成17年９
月26日（金判1226号８頁）は、振込依頼人が誤振
込をしたことに気づき、直ぐに仕向銀行に組戻し
を依頼したが、受取人の所在不明のため組戻しが
できないという事案に関するものであった。この
事案では、振込依頼人は被仕向銀行の相殺に対し
て、直ちに誤振込金相当額の限度内での不当利得
返還請求をした。そして裁判所は平成８年最判を
踏まえて預金債権の成立を認めたが、相殺の有効
性については前の判決とは異なり、「権利の濫用
に当たるような特別の事情がない限りは、その効
力が否定されることはない」としてこれを肯定し
た。しかし他方で、被仕向銀行に生じた利益は、
「棚からぼた餅的に利得したものといえ」るとし
て、振込依頼人の被仕向銀行に対する不当利得返
還請求権を認めた。以上に挙げた判決に限らず、
一般的には誤振込の場合、特に金融機関が誤振込
であると知っている場合には、相殺の効力を否定
するにしろ肯定するにしろ、振込依頼人の被仕向
銀行に対する請求を認めているのに着目すべきで
ある。

第２節　２つのアプローチ

学説は、相殺の効力を肯定するものと否定する
ものに分かれている。前者は前述のように、被仕
向銀行が受取人による組戻しの承諾があることを
知りながら相殺をしたことに対して、権利濫用と
いうような特別の事情のない限りその効力は否定
されることはないとする一方で、被仕向銀行が利
益を得ることを認めないものと言える。これに対
し、多数の裁判例は相殺の効力を否定する。これ
らの裁判例の立場を前提とすると、そこからさら
に２つのアプローチを分けることができる。

第１款　物権的追及

学説では、相殺の効力を否定するもののうち、
振込依頼人の誤振込された金銭に対する物権的な
追及力を認めるというものが多い12。誤振込によ

って、その金員が受取人の預金口座に記帳され
て、受取人が預金債権を取得した時点で、振込依
頼人は受取人または被仕向銀行に対して、不当利
得返還請求権を有することになるが、振込依頼人
は債権的請求権を取得するにとどまる。返還請求
を肯定する学説には、判例とは異なり、誤振込さ
れた金銭を振込依頼人に帰属させる説、つまり、
不当利得返還請求の成立を認めるより、不当利得
の債権者である振込依頼人に物権的権利に類似す
る優先的な債権回収を保障する方向が望ましいと
する説がある13。

第２款　被仕向銀行の振込依頼人に対する義務違

反

他方で、相殺の効力を否定する見解に共通する
のは、被仕向金融機関は受取人の債権者である
にとどまらず、振込制度の運営者という立場にあ
り、振込依頼人からの要請（組戻し）と矛盾する
行動は許されないという考えであろうと思われ
る14。また、物権的追及権が認められれば、それ
は、誤振込金が振込依頼人に帰属することを意味
する。かくして、振込依頼人は受取人の一般債権
者の預金債権への差押えに対する第三者異議の訴
えが認められないとした平成８年最判と矛盾する
ことになることが指摘されている15。

たとえば、前述の名古屋地判平成16年４月21日
及びその控訴審は、裁判所が相殺の効力を否定
した例であるが、被仕向銀行が振込依頼人から誤
振込の連絡を受け、受取人が組戻しに承諾してお
り、被仕向銀行は組戻しの義務を負うことにな
る。ゆえに被仕向銀行が債権の回収を目的として
相殺することは、被仕向銀行の振込依頼人に対す
る義務違反となると評価できる。また、名古屋高
判平成27年１月29日金判1468号25頁も、「振込制
度における被仕向金融機関としては不誠実な対応
であったと言わざるを得ない」と判示して、その
相殺を否定した例であった。これは、被仕向銀行
による相殺を振込システムの構成員の一員として
負う義務の違反と考えるべきであって、その結
果、振込依頼人の被仕向銀行に対する不当利得返
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還請求が基礎づけられるという考え方であるとさ
れている16。

ただ、被仕向銀行の相殺を振込依頼人に対する
義務違反だと認めるには、振込依頼人と被仕向銀
行の間に義務を生じさせる関係がなければならな
い。しかしながら、振込依頼人・仕向銀行・被仕
向銀行・受取人という関係の中で、直接取引を行
う当事者の間には契約関係があるが、振込依頼人
と被仕向銀行、振込依頼人と受取人との間には契
約関係が存在しない。そこで、次の東京地判平成
17年９月26日（判タ1198号214頁）に鑑み、振込
取引といったような一元的な経済目的を達成する
ために契約が連鎖している場合に、直接の契約関
係にない者の間でも配慮義務が認められていると
することが考えられる。すなわち、「誤振込をし
た振込依頼人の中には、たまたま受取人の所在が
不明であったために、受取人から組戻しの承諾を
得ることができないという者もいるはずであり、
そのような振込依頼人に対してさえ救済手段が残
されていないというのは、振込取引制度が多数か
つ多額の資金移動を円滑に処理するための仕組み
であるとはいえ、制度として好ましいことではな
い。むしろ、振込取引制度を運営する銀行に対し
ては、振込依頼人から受取人の所在が不明であっ
て組戻しの承諾を得ることができない事情につい
て相当の説明を受けた場合には、誤振込みをした
振込依頼人に救済の機会を残すために、誤振込み
の事実の有無の確認に努め、その間、受取人の預
金口座に入金記帳された当該振込みに係る金員を
受取人の預金とは区別して管理するなどの適当な
措置をとることが望まれるところであ」る。

特に振込依頼人が組戻しを依頼した場合に、振
込依頼人と被仕向銀行の間に直接の契約関係が
存在しないにもかかわらず、多くの裁判例で裁判
所は相殺を否定し、振込依頼人の被仕向銀行に対
する不当利得返還請求を認めた。その根拠として
は、上述のように、①物権的追及を認めると平成
８年最判に反するため、②被仕向銀行は、振込
依頼人に対して一定の義務を負っているとするこ
とが考えられる。もっとも、振込システムにおい

て、振込依頼人と被仕向銀行との間には契約関係
が存在しない。したがって、直接の契約関係にな
い当事者間の義務違反を認められるのかが問題と
なる。そこで、被仕向銀行の組戻しを契約上の義
務として認め、金融機関に「組戻しに応じる義
務」があるとする説17も見られる。さらに、その
義務の根拠づけを見出すために、振込制度の本
質、すなわち契約連鎖という角度から、被仕向銀
行が振込依頼人に対して一定の義務を負っている
のか、換言すれば振込依頼人が仕向銀行を飛び越
えて、直接の契約関係にない被仕向銀行への直接
請求の可能性について考察するアプローチに着目
したい。

第３款　三者間の不当利得の一態様としての被仕

向銀行に対する返還請求権

誰に不当利得を求めるのかについて、①最判昭
和49年９月26日民集28巻６号1243頁（騙取金によ
る弁済）は、「丙が甲から右の金銭を受領するに
つき悪意又は重大な過失がある場合には、丙の右
金銭の取得は、被騙取者又は被横領者たる乙に対
する関係においては、法律上の原因がなく、不当
利得となる」と判示した。その法理に基づき、誤
振込金の受領につき悪意又は重大な過失がある者
には不当利得が成立するとする説18がある。②他
方、別の例では、被仕向銀行は相殺によって、
「棚ぼた式」の利益を得ているから、受取人の無
資力の場合は、直接に被仕向銀行への不当利得返
還請求が認められれば具体的な公平を図ることが
できるという見解もある19。

以上の見解に対して、③誤振込金について先取
特権に類似する優先権を振込依頼人に付与するこ
とを想定する議論20も見られる。その「優先権」
について、後の中国法の部分で補足説明したい。

第３章　中国における誤振込について

中国において、銀行システムでの誤振込が発生
した場合に、現行法及び通説に従えば、一般的
には、振込依頼人は２つの救済手段を有すると考
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えられる。①「支付结算管理办法」（中国人民銀
行が頒布した支払い・決済に関する規定）によっ
て、仕向銀行が未だに被仕向銀行に送金していな
い段階であれば、依頼人は振込を撤回することが
できる（177条）。そして被仕向銀行がその金額を
受取人の預金口座に振込む前に、振込依頼人は返
金申請をすることができる（178条）。②誤振込金
がすでに受取人の預金口座に入金されてしまった
場合、通説によると振込依頼人と受取人の間で不
当利得が生じる。したがって、受取人は、無資力
でない限り振込依頼人に不当利得金を返還しなけ
ればならない。

しかし、振込依頼人と被仕向銀行の間で紛争が
生じる多くの場合は、受取人が破産に陥ってお
り、特にその預金債権が被仕向銀行に差し押さえ
られ、さらに相殺がなされると、受取人の無資力
のため振込依頼人は被仕向銀行に返還を求めざる
を得ない。特に、電信詐欺がよく発生する社会の
現状に応じて、振込依頼人の利益保護が必要で
あろう。そこで、物権的追及と債権法上の角度か
ら、さらに契約責任の拡張として、振込依頼人に
優先権を与えることが可能なのか等の問題につい
て、中国の立法及び判例を一瞥する。

第１節　立法の経緯

誤振込における裁判例の多くで問題となるの
は、不当利得の成否である。不当利得のルール設
計と民法典での位置付けは、近年の比較法研究に
おいて重要なトピックであり、中国民法典の編纂
において回避できない問題である。比較法として
見ると、大陸法系の代表的な国として、ドイツ民
法典は債権の発生原因として不当利得を専門の章
で規定する。そして一般条項以外に具体的な類型
を若干定めている。一方、フランス民法典は、不
当利得の一般条項を規定せず、準契約としての非
債弁済を含めて具体的な不当利得類型を考慮して
いる。（給付型）不当利得が物権の無因性原則に
関わるドイツ民法とは異なり、フランス民法は物
権の無因性を認めない。その他、実務から発展し
てきた転用物訴権は、2016年フランス債権法改革

において一般的な不当利得として「準契約」に編
入されたが、補充的なものにすぎない21。

このような認識から中国の不当利得法を観察す
ると、近年、中国民法の議論は、外観上はドイ
ツ、オーストリア式の立法モデル22を受け入れて
きたようだが、一方、民法典分編の編纂では、
「準契約」として不当利得を扱うという主張がし
ばしばあり、「民法典合同編（草案）」（２次審
議稿）23は、この主張に応答した。この草案は、
外観上フランスの立法にも似ていた。

2017年民法総則の公布前に、形式的には不当利
得のルールは、１つの一般条項しかなかった。す
なわち、「法的根拠なしに利益を取得して、他人
に損失をもたらす場合、その利益を損失を被った
者に返還すること」（民法通則92条）である。こ
の条文は、不当利得の成立要件と返還範囲につい
て非常に抽象的であって、実務上裁判の根拠づけ
としては足りず、常に法理論上の紛争を導いた。
1988年に公布された「民通意見」は不当利得の返
還範囲をある程度明らかにしたが、その内容は簡
略であった。さらに、現行法では、財産の返還に
関する法規は数多く存在しているが、不当利得法
との関係は明らかではない。したがって、民法典
の編纂を機に不当利得規範を補完することは、学
界と実務界の共同の期待であると思われる。

中国民法典は第一歩として、民法総則が不当利
得に関して、民法通則92条の内容とほぼ同じよう
に、一般条項として122条24を規定した。誤振込の
ような多角的な法律問題を解決するために、民法
典分編の編纂において、不当利得の成立要件と法
律効果を明確にすべきであるか、ということがし
ばしば指摘されている25。

第２節　誤振込による預金債権の成否に関する学

説

先に明確にしておきたいのは、預金債権の帰属
問題に関して、中国においては出捐者を預金者と
する判例26があることである。一方、司法実務上
では、預金口座の名義人を預金者とするのが原則
である。つまり、一般的には裁判所は、日本にお
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ける「客観説」のような立場に立って預金債権の
帰属を確定する。ただし、預金には一定の特定性
がある場合に限って、その出捐者を預金者と認め
ることができる。そして、誤振込で問題となる預
金のように、預金に特定性がない場合には、振込
依頼人が預金者であるとすることはできず、振込
依頼人は不当利得返還請求権を有するしかない。
したがって、誤振込による預金債権の帰属は資金
の混同・特定化に関わる問題である。

次に、中国の学説は、日本の議論にかなり類似
しており、主に①振込依頼人の意思表示の錯誤に
着目する説と、②原因関係必要説、③原因関係不
要説に分けられる。

第１款　意思表示錯誤説

振込依頼人が錯誤の意思表示を撤回することに
よって、振込依頼人と仕向銀行との間での委託契
約が無効となるという学説、いわゆる錯誤アプロ
ーチがみられる。この説によれば、受取人の被仕
向銀行における預金債権は成立せず、振込依頼人
は仕向銀行に対して不当利得を主張できる。台湾
最高法2005年台上字第52号判決は、意思表示錯誤
説を採る一例であった。この説を採る理由とし
て、まず、振込依頼人のミスは表示行為の錯誤で
あり、実務上避けられない事情であるから、振込
依頼人には重大な過失があると認めることは妥当
ではない。よって錯誤の成立要件を具備し、意思
表示錯誤が成立する。次に、意思表示の撤回は送
金委託契約の無効を導き、さらにその効力は預金
債権の成立に及ぶと考えられる。ある契約の履行
は、他の契約に影響を及ぼすという意味で後述の
契約の連鎖と同じようにも見える27。

ただ、この説には論理的な欠陥がある。①振込
依頼人の支払い指図の撤回が、なぜ振込プロセス
全体に影響を及ぼすのかについて、立法上の根拠
づけは見当たらない。他方で、例えば債権譲渡制
度において、中国民法学界は一般的には表見譲渡
を認める。すなわち、債権者が債務者に債権譲渡
の事項を通知した後、その債権譲渡が実際に行わ
れず、あるいは無効であるにも関わらず、譲渡通

知への信頼に基づいて債務者が第三者（表見譲受
人）に対してした履行は有効であるとされる28。
表見譲渡の類推として、振込プロセスにおいて、
振込の指図への信頼に基づく被仕向銀行への送金
は、その支払指図の瑕疵によって無効となるわけ
ではない。②仕向銀行への指図の撤回は、「支払
い終結」29に当たると考えられる。すなわち、仕
向銀行が送金手続きをなした時点で、その支払い
はすでに終わっており、支払い指図は撤回不可の
状態になる。法理論の角度から見れば、振込依頼
人と仕向銀行との間には委任契約が存在する。契
約の双方は、契約を解除することができるが、す
でに履行された部分は解除不能である。立法上に
おいても、「支付结算管理办法」によって仕向銀
行が未だに被仕向銀行に送金していない段階での
み、振込依頼人は支払指図を撤回することができ
る。結論としては、仕向銀行が振込依頼人の支払
指図にしたがって被仕向銀行に送金した時点にお
いて、仕向銀行の委任契約による義務が履行され
たため、振込依頼人は仕向銀行に対して誤振込金
相当額の口座からの引落しを否定して預金の払戻
しを求める等することができない。

第２款　原因関係必要説

誤振込金は誰に帰属するのかという問題につい
て、この説は、振込依頼人と受取人との間の原因
関係の有無によって、預金債権の成否を判断する
べきだと説いている。一般的には、受取人が被仕
向銀行で預金口座の開設及び預金契約の手続きを
する際に、第三者から振り込まれた金員がすでに
受取人の預金口座に入金記帳されたとき、受取人
はその預金債権を取得すると双方は約定する。し
かし双方の意思表示には、原因関係を欠く振込取
引が含まれないと考えられる。したがって、その
原因関係に瑕疵がある場合には、受取人の預金債
権は成立せず、振込依頼人は被仕向銀行に対して
不当利得請求権を有する。一方、それは被仕向銀
行が原因関係の有無を調べる義務を負うことを意
味する。そこで、振込は無因的な送金手段である
から、被仕向銀行が紛争に巻き込まれるリスクを



誤振込により成立した預金債権をめぐる被仕向銀行と振込依頼人の法律関係について

113

避けるため、誤振込みが行われた場合には、2017
年改正前の日本民法478条（受領権者としての外
観を有する者に対する弁済）を参照し、「債務者
が債権の準占有者に対する弁済」という制度を適
用すべきであると指摘されている30。つまり善意
である被仕向銀行の受取人に対する支払いは有効
で、預金債権が消滅する。

中国では判例にも原因関係必要説を採るもの
が見られる。上海市浦東新区人民法院（浦民二
（商）初字第2713号民事判决）によれば、外汇管
理条例第12条31及び他の規定によって、金融機関
は国務院部門の規定にしたがって、振込取引にお
いて内容の真実性等を審査する義務を負う。本判
決は、被仕向銀行が受取人に対する送金によって
その一部の債権を実現することによって、受取人
に不当利得をもたらしたと認定し、民法の公平、
誠実信用原則に基づいて受取人は返還責任を負わ
ず、被仕向銀行が補足弁償責任を負うとした。

ただ、この説は十分な説得力を持たないと思わ
れる。「支付结算管理办法」という規定は、振込
資金の移動を簡略化するものであり、銀行は支払
の仲介機関として、振込の原因関係の紛争に巻き
込まれるべきではない。法律上の特別な規定を除
き、銀行の送金行為は、本質的には多額の資金の
移動を円滑に処理するための無因行為である。さ
らに、原因関係必要説に従えば、被仕向銀行は振
込依頼人と受取人との間での原因関係の有無を調
査する義務がある。①銀行は原因関係の有無につ
いて審査しないで受取人に払い戻すと、振込依頼
人の組戻し請求を拒絶することができず、他方、
払い戻した金銭については被仕向銀行が受取人に
不当利得返還請求することになるため、受取人の
支払不能のリスクを負う。また、②法律の特別規
定を除き、一般的には被仕向銀行は受取人の払戻
し請求を否定できない。被仕向銀行が払戻しを拒
絶し、受取人に財産損害をもたらす場合は、履行
遅延の利息を支払う他、民事責任を負うとされ
る32。このとき、権利外観理論の適用は、必ずし
も被仕向銀行の利益を図る役割を果たさない。
「債権の準占有者に対する弁済」理論によれば、

債務者が善意・無過失であることを成立要件とし
て弁済が成り立つ。振込依頼人は、被仕向銀行が
受取人に払い戻す前の段階で意思表示の撤回を主
張すれば、被仕向銀行（の受取人に対する払戻
し）は善意・無過失の要件を満たさないことにな
る。そして、被仕向銀行は、振込依頼人に対して
不当利得返還義務を負うリスクが生じる。

第３款　原因関係不要説

振込委任契約は振込依頼人の意思表示の撤回に
よって無効となるとしても、その効力は受取人の
預金債権の成立に及ばず、預金債権の成立は原因
関係の有無に関わらないという説である。かくし
て、振込依頼人は受取人に対して不当利得請求が
できる。

振込取引において、仕向銀行の被仕向銀行に対
する振込通知は、振込依頼人の指図による履行行
為であるが、自己の名義で被仕向銀行に対してす
る委託行為であって、たとえ振込依頼人が意思表
示の錯誤を理由に振込の委託を撤回できるとして
も、その錯誤は振込依頼人と仕向銀行との間にあ
り、仕向銀行と被仕向銀行との間での委託契約
の錯誤ではない33。次に、被仕向銀行の履行行為
は、振込依頼人の受取人に対する債務の弁済に当
たらない。被仕向銀行の受取人に対する振込の目
的は、振込依頼人が仲介銀行を通じて受取人に対
する債務を弁済するためである。つまり一般的に
は、振込依頼人と受取人との間に債権債務関係が
あるが、誤振込の場合は、振込依頼人の受取人に
対する債務が存在せず、振込依頼人にとって受取
人の受領には法律上の原因関係がないから、不当
利得請求の対象は受取人に他ならない。

近年の裁判例を挙げてみると、（2009）沪一中
民五（商）終字第24号判決がある。この事案で
は、原告Ｘ会社がミスにより、仕向銀行Ａ１、Ａ
２（以下はＡとする）を通じて、被告Ｙ１会社の
被仕向銀行Ｙ２での口座に米ドルを送金した。被
告Ｙ２は、Ｙ１会社の預金債権とＹ１に対する立
替金債権で相殺をした。Ｘ会社は受取人を間違え
たことを理由として、Ａに対して送金の指令をキ
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ャンセルするよう要求したが、その請求が拒否さ
れた。その後、ＸはＹ１に不当利得が生じたと訴
え、同時にＹ２が連帯責任を負うと主張した。控
訴審において、裁判所は、受取人が誤振込金を受
けることは事実上及び法律上の原因を欠き、Ｘに
損失をもたらしたとして、不当利得の利得者をＹ
１とした。しかし、Ｙ２とＹ１の間に貸金債権が
あり、これによってＹ２の相殺が行われたこと
と、Ｙ１会社が誤振込金を占有することとは別々
の事実原因によることであるから、被仕向銀行Ｙ
２の相殺行為とⅩの損失との間に法律上の因果関
係がないとした。よって終審判決としては、Ｘ
は、Ｙ１会社に不当利得返還請求権を有するにと
どまった。この例は、原因関係不必要説に立って
預金債権の成立を認めたものであると考えられ
る。

他に、例えば台湾最高法2008年度台上字第1319
号判決は、原因関係の有無に関わらず受取人は
誤振込金によって預金債権が有効に成立する旨を
示した。さらに、前述の平成８年最判を振り返る
と、誤振込による預金債権の成立に関して、どの
国においても同じ結論が導かれている。したがっ
て、原因関係不必要説を認めることが最も妥当で
あるように見える。

ただ、受取人に他に債権者がいるとき、特に受
取人が無資力の場合には、原因関係不必要説を採
り、振込依頼人が受取人に対して不当利得返還請
求をしても誤振込金全額を取り戻せるとは限らな
い。そこで、解釈論上振込依頼人の利益を図る理
論として、①物権法上の解釈論（物権的追及）と
不当利得、②優先権論、③衡平原則の適用が考え
られる。

第３節　振込依頼人の請求可能な権利についての

検討

第１款　物権的追及及び債権的請求権（不当利

得）

（１）（物権的）価値返還請求権説によって、振
込依頼人は誤振込金において物権的な権利を有す
るという見解がある。具体的に言うと、中国の通

説は、金銭について「占有＝所有」原則（ただ、
その原則は、例えば特殊な専用口座における資金
に適用されない34）を認めており、所有物返還請
求権と占有回復の訴権が発生せず、債権法上の
請求権のみが発生する35。しかしながら、日本の
学説では、価値返還請求権説によれば、貨幣とい
う媒体は有体物であるが、金銭は実質的には価値
を表している。価値返還請求権の標的は貨幣とい
う媒体ではなく、それが有する価値であり、請求
権者が振込金と預金債権の同一性を立証すれば、
価値回復の請求をすることができる36。したがっ
て、誤振込の場合は、振込金と受取人の預金との
間に価値の同一性がある限り、振込依頼人は誤振
込金の返還を請求できる（価値の同一性原則）。
ただし、その同一性が認識できたとしても、当然
に物権的な権利主張ができるわけではないとも指
摘される37。
　確かに「占有＝所有」原則に対する批判的な見
解が見られるが、中国では、通説によると、預
入がなされ次第、預金の所有権は銀行に移転され
る。特殊な場合を除き、預金者と銀行との関係は
債権債務関係であることを疑う余地がない。振込
取引において、被仕向銀行は常に受取人に預金債
権を取得させる形で支払手続きを行う。同時に、
前述の通り原因関係の瑕疵は、受取人の預金債権
の成立に影響を及ぼさない。したがって、被仕向
銀行は指図に基づいて受取人の預金口座に振込金
を入金した後、振込依頼人は受取人に物権的な権
利を主張できず、また、受取人の債権者に対して
排他的な権利を有しない。他方で、価値の同一性
原則は、貨幣の元の権利者である振込依頼人の利
益を図りうるが、貨幣の流通性の妨げになると批
判される38。
（２）債権的請求権、すなわち振込依頼人は受取
人に対して不当利得返還請求権を有する。上述の
ように、原因関係の有無は預金債権の成立に関わ
らない原因関係不必要説を踏まえて、裁判所は不
当利得返還請求を認めている。ただ、債権の相対
性によって振込依頼人は受取人以外の者（特に受
取人の債権者である被仕向銀行）に対抗できな
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い。その結果として、被仕向銀行が誤振込による
預金債権と受取人に対する債権を相殺するとき、
振込依頼人からの異議が認められず、さらに受取
人が無資力の場合には、振込依頼人は資金を取り
戻せない。したがって、振込依頼人の利益を図る
という側面で、この説には欠陥があると思われ
る。

第２款　優先権論

利益衡量の視角からみると、最も理想的な方法
は、振込依頼人に法定優先権を与えることである
と考えられる。しかしながら、法定優先権は法律
の強制規定によって生じる権利であり、今までの
立法及び司法解釈において、そのような権利の根
拠づけが見当たらない。そこで、優先権に係る日
本の議論を視野に入れる。①振込依頼人が預金債
権に対して先取特権に類似した優先権を有すると
認められ得るかについて、様々な疑問が挙げられ
ているが、１つの例として、例えば誤振込みによ
る受取人の預金債権に対して、受取人に対する不
当利得返還債権を有する振込依頼人の差押が、受
取人の一般債権者の差押と競合した場合に、振込
依頼人は受取人の一般債権者と各債権の按分額で
割合的な平等配分を受けるのか、それとも振込依
頼人は預金債権に対する優先権を主張しうるのか
が問題となる39。差押や配当要求等の問題は、民
事執行法上の問題であり、その優先権を付与する
という根本的な解決は、立法的手当によってその
実現が可能であることになると思われる40。これ
に対して、②契約による優先権の付与も考えられ
る。振込依頼人は誤振込金に係る物権的な権利を
有しないにも関わらず、振込取引プロセスの改善
を通じて事実上の優先権を与えることができるの
かについて、中国では、振込取引において、銀行
法の規定によって被仕向銀行と受取人の間で「銀
行決済口座管理協議」が締結されている。そし
て、この協議の適用範囲を拡大して振込依頼人
に優先権を付与することが想定されうる41。ただ
し、それをどのように実現させるのか、理論的に
は未だに明らかではない。

日本の議論は、具体的には、振込金が誤振込に
よるものである場合は、例えば被仕向銀行が振込
依頼人の（振込指図に錯誤があったことを理由と
する）請求に応じて、受取人の預金口座から誤振
込金に係る入金記帳を取り消すことを預金規定に
おいて定めるという方法を想定する。そのような
預金規定の効力を、（i）被仕向銀行は受取人に対
抗しうると思われる。理由は、受取人は「振込取
引という契約の仕組みを形成する規定」に同意し
て加わった契約の当事者であるから、不当条項で
ない限りそれに拘束される点にあるとされる42。
つまり、被仕向銀行は受取人の口座から入金記帳
を取り消す権限を有する。（ii）この預金規定の
効力は、受取人の一般債権者に対しては、例えば
受取人の一般債権者が預金債権を差し押えた場
合、受取人が有する以上の権利を有しないと考え
ることによって肯定されうるとされる。（iii）さ
らに、上述のような預金債権は、実質的には受取
人の預金債権から優先的に回収する一種の担保権
を被仕向銀行に付与するものであるから、相殺の
担保的機能の角度から見れば、受取人の一般債権
者が預金債権を差し押えた後でも、被仕向銀行は
振込依頼人の組戻し請求に応じることが可能であ
るとされる。ただ、契約当事者以外の第三者に対
する対抗力を生じさせるためには、銀行の措置に
一定の合理性があることが求められると指摘され
る43。

もっとも、誤振込の認定が問題となる。振込人
の撤回申請が虚偽表示にあたる場合は、振込依頼
人の請求に応じて、被仕向銀行が誤振込金に相当
する金額を受取人の口座から差し引くと、受取人
に対して侵権責任（不法行為責任）を負う。仕向
銀行または被仕向銀行がこのようなリスクを回避
しうるようにするために、振込依頼人の「取消」
請求の理由である誤振込の主張をどのような手続
により認定すれば良いのかを預金規定等の契約に
より明確に定め、それに従う限りは銀行は免責さ
れる旨を定めておく必要があると考えられる44。
他方で、振込依頼人の主張を認定するため、振込
依頼人に証明責任を課すのも一種の解決策として
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考えられる。つまり、振込依頼人が誤振込である
ことを立証し、加え受取人に異議がない場合に限
って被仕向銀行が差引等の手続きをして良い、と
いうことである。

第３款　衡平原則の適用

ローマ法に由来する衡平原則は、厳格な法律規
定を緩和する機能を有する一方、特殊な事案にお
いて公平・正義を実現させる。誤振込によって、
振込依頼人は受取人に対して不当利得返還請求権
を有するが、受取人が無資力の状態に陥った場合
に、振込依頼人に他の救済手段を与えないと公
平・正義の観念に反することになる。かくして、
衡平原則の適用によって公平・正義が図られうる
と思われる。すでに検討した通り、前掲名古屋地
判平成16年４月21日及びその控訴審は、正義・公
平の観念に照らして被仕向銀行への不当利得返還
請求を認容した例であって、中国においてもそれ
に類似した裁判例が見られる。校（2008）浦民二
（商）初字第2713号判決は、受取人の財務状況
（返還不能）を考慮して、民法の公平原則及び誠
実信用原則に照らして被仕向銀行が補充責任45を
負うとした。公平・正義の実現と、振込依頼人の
利益保護とは同質のものだと言えるのであろう。

第４章　日独法による中国法への示唆

第１節　振込取引の本質―契約の連鎖について

第２章第２節第２款で述べたように、日本にお
いて、従来の学説は、振込取引を各契約関係によ
って結びつく当事者間の法律関係に分解して説明
するにとどまる。しかし、現代社会及び法理論の
急速な発展に伴い、しばしば見られる二当事者間
の契約関係より複雑な三者間関係、さらに多当事
者間で複数の契約が結びつく場合が増え、そこに
着目することが現代社会の需要に相応しい法理論
の形成に役立つであろう。契約が複数存在する場
合は、必ずしも１つ１つが相互に独立して存在す
るのではなく、特に一元的な経済目的を達成する
ために、複数の契約が連鎖して協働するというの

が現代社会の経済現象であると考えられる46。現
代において、複数取引の割合が高まっていること
に伴い、この取引類型に関して考察する重要性も
増えるのであろう。

一般的には、複合取引は、２つの具体的な類型
に分けられる。第１に、下請けのような契約の連
鎖である。下請契約において、不履行が生じた場
合、これに続く請負契約においても不履行が生じ
ることになる。このような取引にあたっては、た
とえ元請契約の注文者と下請人の相互の間に直接
の契約関係が無くとも、これに準じた利害関係が
生じているのであり、ここで各契約を全く別個独
立のものとみ、各当事者を契約関係にない単なる
第三者同士として扱うことは必ずしも適切な解決
をもたらさない47。これは民法における契約の相
対効原則に関わると考えられる。第２に、（例え
ば、割賦販売）第三者与信型消費者信用取引のよ
うな複合契約である。前述のように、形式的に見
れば複数の独立した契約が存在しているが、１つ
の取引目的を達成する為に、各契約を独立に扱う
のではなく、その複数の契約を一体的なものと見
做すことができる。そして、取引を完成させるた
めに、本来契約関係のない当事者に対して、それ
らの者を単なる第三者として扱うのではなく、同
じシステムに参加していることから契約の当事者
として権利義務を課すことが可能なのではないか
と思われる。

ある契約の不履行が別の契約の不履行をもたら
す契約の連鎖に対して、複合契約では、ある契約
の不履行は、必ずしも別の契約の履行に影響する
わけではない。にも関わらず、契約連鎖と複合契
約は、いずれにしても複数の契約によって１つの
経済目的を達成するためのものであるという点で
異ならない。振込システムは、複数の契約の連鎖
によって運営されるものであり、そして誤振込が
なされた場合に、振込依頼人が直接の契約関係に
ない被仕向銀行に対してする請求につき、被仕向
銀行にはどのような義務が生じうるのかについ
て、以下では、ドイツ法を参照したアプローチを
紹介したい48。
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第２節　ドイツにおける契約連鎖と「ネット契約

論」

ドイツでは、各契約の連鎖で構成される振込シ
ステム全体につき、その契約連鎖により複数の契
約がいかなる場合に一体のものとみなされるかと
いう問題が比較的古くから論じられている49。振
込取引システム全体が１つの原因関係に基くもの
であると見ると、振込依頼人と受取人との間で原
因関係があると見ることができる。その原因関係
の決済という一元的な経済目的を達成するため
に、複数の契約の連鎖によって形成される振込取
引に関して、法理論としての「ネット契約論」
が、契約の効力の第三者への拡張と同時に唱えら
れている。

ネット契約論は、振込取引の無因性を前提に、
金銭の追及力を認めないドイツ法の契約の第三者
効というアプローチをリファインした学説である
と評価される。具体的には、フランチャイズとジ
ャスト・イン・タイムの取引に焦点をおくトイブ
ナーのネット契約論を除き、メシェルとローエの
学説が見られる50。

第１款　メシェルのネット契約論

はじめて「ネット契約」という言葉で振込の全
体システムをネーミングしたのはメシェルであ
る。メシェルは、振込取引は振込依頼人・仕向銀
行、仕向銀行・仲介銀行、仲介銀行・被仕向銀
行、被仕向銀行・受取人という個別の契約関係の
連鎖で構成されているが、他方で、ネット契約は
二当事者間の契約から乖離して、全体システムに
埋設されていると考えるべきだとする。その結
果、個別契約上の契約相手方に対する警告義務は
後退するが、反対に、弁済システムのどの部分で
過誤が発生しても、保護義務は個別の契約関係を
超えて拡大されるべきだと提案した51。したがっ
て、誤振込の場合は、被仕向銀行の振込依頼人に
対する義務が共に同じシステムに、つまり「ネッ
ト契約」に加わったことにより生じる。

第２款　ローエのネット契約

例えば企業の分業化、ネット化といった類型
は、法律に規定がないという認識が、ローエの出
発点である。ローエは、結合は法人ではなく、法
人格のない債務の混合であるとして、複数の契約
間の目的連関を「ネット契約」と命名した。ネッ
ト契約の成立要件としては、費用を低下させるた
めの二次的取引、または大量に繰り返される取引
でなければならない。結果としては、推定的な授
権によって直接の契約関係が発生する52。振込取
引は、まず二次的取引として理解することができ
る。次に、ローエのネット契約によると、振込プ
ロセスにおいて、ネット契約はネットを構成する
個別の契約の形成、清算に効力を有する。誤振込
の場合は、振込依頼人と被仕向銀行とがネットの
参加者であり、ネット契約はその両者間に契約を
締結させる授権を与えるものだというのがローエ
の理論である。結論として、振込依頼人は被仕向
銀行に対して直接請求ができる。

第３節　日本法との関係

ドイツ法では、振込取引において、第三者損害
の賠償、第三者に対する保護効を伴った契約とい
う法形式で、契約の連鎖で結合した者に契約の効
力を拡張し、振込依頼人からの直接の契約相手方
ではない被仕向銀行に対する損害賠償を認めるの
が通説的な考え方だった。そして、振込法及び弁
済サービス法の改正によって、本来は仕向銀行の
履行補助者ではない被仕向銀行にも履行補助者責
任を拡大し、例外的に仲介銀行に対する直接請求
を認めている。さらに、一つの取引目的を達成す
るために連鎖する契約の関連性についての「ネッ
ト契約論」が有力に主張されている。

一方、日本では、第三者損害の賠償、第三者に
対する保護効を伴った契約という法形式が承認さ
れていない。第２章第２節で述べた物権的追及と
被仕向銀行の振込依頼人に対する義務違反という
２つのアプローチを振り返ると、①しばしば議論
されてきた物権的追及について、物権的追及権を
認めることは、誤振込金額が振込依頼人に帰属す
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ることと同じ意味を持つという点で、振込依頼人
が受取人の一般債権者の預金債権への差押えに対
してする第三者異議の訴えを認めないとした平成
８年最判と矛盾していると指摘された。②前掲名
古屋地判平成16年４月21日及びその控訴審である
前掲名古屋高判平成27年１月29日等は、振込依頼
人の直接の契約関係にない被仕向銀行への不当利
得返還請求を認めた。その判決の根拠について、
被仕向銀行が振込依頼人に対して一定の配慮義務
があるとの理解が示されてきた。確かに、被仕向
銀行による相殺は、権利濫用または被仕向銀行の
保護義務を考えるなら信義則違反としてその効力
を否定するのが分かりやすい解決であるけれど
も、ドイツにおける契約連鎖とネット契約の方向
性から、裁判所が被仕向銀行への直接の請求を認
める根拠として、一元的な経済目的のために組織
された振込システムの構成員としての被仕向銀行
の配慮義務の違反ではないかという考え方53が、
少なくとも納得がいくものであると考える。

第４節　中国法への示唆

第１款　（物権的）価値返還請求権説および優先

権説について

中国では、契約連鎖に関する研究、特に契約連
鎖と振込取引との関連性については論じられてこ
なかった。ただ、振込取引の本質は、一定の取引
目的を達成するために各当事者間の契約が連鎖し
て協働するという点では、中国を含む同じ大陸法
系に属する国において違いはないと考えられる。

中国では、第３章第３節１でみたように、日本
の議論に類似した（物権的）価値返還請求権説が
しばしば唱えられているが、誤振込みにより不当
利得返還債権を取得する振込依頼人に、他の一般
債権者に優先する地位までも与える理由は見出し
難い。したがって、前述の通り、被仕向銀行が受
取人の預金口座に振込金を入金した後、振込依頼
人は受取人に物権的な権利を主張できず、また、
受取人の債権者に対して排他的な権利を有しな
い。

一方、中国の裁判所は、原因関係不要説を採り

ながら、一般的には誤振込の場合に、振込依頼
人の受取人に対する不当利得返還請求しか認めな
い。かくして、受取人が無資力に困窮する場合、
誤振込みによって成立した預金債権について受取
人の他の債権者らが差押えなどすることによっ
て、振込依頼人の損失の下において他の債権者ら
が利益を得る結果となる。この場合、振込依頼人
の利益保護を図るのが正義・公平の観念に符合す
ると考えられるため、振込依頼人に何かの救済手
段が与えられるべきだということがよく議論され
る。第３章第３節２で紹介した優先権論は、日本
における議論であるが、振込依頼人の救済手段と
して中国でも次第に見られるようになっている議
論である。しかしながら、法定優先権は法律の強
制規定によって生じる権利であり、それに関わる
法律及び司法解釈が制定されていない段階におい
て、立法を待たずに認めることはできないと思わ
れる。その他、第３章第３節３でみた衡平原則
は、確かに公平・正義を実現させるのに役に立つ
が、特殊な事情に応じて適用されるものであり、
漠然としたものといえる。したがって、普遍適用
性を持たないものではないかと考える。

第２款　預金債権の無因性と相殺の効力

第３章第２節第２款で述べたように、預金債権
の成立について原因関係必要説は説得力を持たな
いといえる。ドイツにおいて、契約の第三者効で
も、さらにネット契約論でも、振込取引の無因性
が前提とされている。日本においても、誤振込の
場合は、平成８年最判を通じて、原因関係がある
か否かに関わらず預金債権が成立するという解釈
が、その後の判決で維持されてきた。中国では、
預金債権の成立を明確に認めたものはないが、裁
判所は被仕向銀行の相殺行為と原告の損失との間
に法律上の因果関係がないとして、相殺の効力を
肯定する傾向を示すことによって、実質的には預
金債権の成立を認めている。したがって、原因関
係必要説を支持する判決も見られるが、一般的に
は裁判所の立場は原因関係不要説にあると考えら
れる。
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預金の無因性を前提とするとき、被仕向銀行に
よる相殺の効力に関して、日本の判決を遡ると相
殺を無効と解する判決が多いように見える。その
理由について、物権的追及と振込依頼人に対する
信義則違反という２つアプローチが考えられる。
すでに述べた通り、銀行振込の性質等を考慮した
結果、前者の適用は考えられない。一方、「ネッ
ト契約」が提唱した直接の契約関係にない当事者
の間に一種の義務を生じさせるやり方が一定の合
理性を持っており、日本の裁判例も類似の立場を
示している。中国において、より詳しい法規範が
必要であると考えられる。例えば銀行取引に関す
る法律、振込契約等が、「配慮義務」のようなも
のを定めておくことが想定されうる。

前掲名古屋高判平成17年３月17日は、相殺を無
効とした上で、「受取人と被仕向銀行との間に振
込金額相当の（当座）預金契約が成立したとして
も、正義、公平の観念に照らし、その法的処理に
おいて、実質はこれが成立していないのと同様に
構成し、振込依頼人が誤振込みを理由とする振込
金相当額の返還を求める不当利得返還請求におい
ては、振込依頼人の損失によって被仕向銀行に当
該振込金相当額の利得が生じたものとして、組戻
しの方法をとるまでもなく、振込依頼人への直接
の返還義務を認めるのが相当であ」るとした。一
方、相殺を有効とする例である前掲東京地判平成
17年９月26日は、被仕向銀行による相殺を有効
とした上、「棚ぼた」の利益を、被仕向銀行が得
たとして不当利得返還請求を認容した。したがっ
て、被仕向銀行による相殺が有効であれ無効であ
れ、相殺の意思表示がなされた後に振込依頼人は
被仕向銀行に対して不当利得返還請求ができる、
ということができる。その他、①誤振込みによる
預金を、受取人の債務の弁済として取得した被仕
向銀行に対して、騙取金銭による弁済を受けた者
に対するのと同様に、被仕向銀行が預金債権が誤
振り込みによるものであることについて悪意又は
重過失のある場合に、不当利得返還請求ができる
と解すべきである。②振込依頼人が被仕向銀行に
対して執りうる第２の手段を考えるに当たって

は、第２節でみたネット契約論が参考となりう
る。

第３款　中国法におけるネット契約論の意義

振込依頼人は被仕向銀行に不当利得返還請求で
きると解すべきとき、不当利得返還請求に加え
て、不法行為上の請求権や契約上の請求権を認め
る可能性が生じる。騙取金銭による弁済と同じよ
うに考えると、利得者（被仕向銀行）に悪意又は
重過失があるときにしか、振込依頼人は不当利得
返還請求ができない。これに対して不法行為であ
れば、振込依頼人に損害が発生することについて
被仕向銀行に故意又は過失があれば損害賠償請求
できる。被仕向銀行が善意である場合でも、誤振
込であることを気づかずに受取人に払戻したこと
に対する貸金債権と相殺したことについて過失が
あるときは、不法行為上の注意義務に反すると認
められうるのではないか。中国民法は、純粋経済
損害について、不法行為による損害であれば不法
行為責任が認められると規定している。ドイツ法
と違い、振込依頼人が被る純粋経済損害について
も損害賠償請求権が認められる法制度の下では、
契約上の請求権と構成する必要はない。ネット契
約論によれば、振込システムの中で直接相対しな
い振込依頼人と被仕向銀行の間にも、不法行為上
の注意義務に相当する配慮義務が認められうる。

中国では、日本と違い、一般的には裁判所は、
被仕向銀行が利得したのは、振込依頼人が損失を
被ったのと別々の事実関係によるものと判断し、
振込依頼人の被仕向銀行に対する不当利得返還請
求を認めない。日本の裁判例、さらに契約連鎖と
ネット契約論から見た、誤振込みによる預金債権
と貸金債権を相殺した被仕向銀行が、同じ振込シ
ステムにある者に対して負う「ネット契約上の義
務」という理論は、中国の銀行取引に関する立法
に一定の示唆を与えられるものではないかと考え
る。言うまでもなく、受取人が支払不能であると
き、振込依頼人の利益保護に有益である。
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おわりに

平成８年最判より、原因関係の有無に関わらず
預金債権が成立するという解釈を疑う余地がない
と言える。そして、誤振込による預金債権が成立
した上で、被仕向銀行による相殺があったとき、
振込依頼人の被仕向銀行に対する幾つかの請求権
類型が想定されうる。中国民法にとって、日本法
およびドイツ法を参考にする意義があり、誤振込
の構造につき、さらに理論的な解明が望ましいと
考える。

──────────
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